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                様の復職後の母乳育児継続支援のお願い  
 

１、上記の方は現在母乳育児中ですが、今後貴事業所に復職予定です。ご本人、ご主人そして
お子さまは復職後も母乳育児を継続することを強く希望されています。医学的には急激な断乳
により母体には次のリスクが生じると考えられています１）。 
   1) 乳汁うつ滞、乳腺炎  
   2) 産後うつ  
   3) 母乳育児期間が短いことがリスクとなる疾患(乳がん、卵巣がん、子宮体がん、糖尿病な
ど)  
 また、保育施設にいる子どものうち母乳を飲んでいる子どもの方が感染症にかかりにくく、
かかっても重症化しにくく、早くよくなると報告されています２）。すなわち、母乳育児の継続
により子どもの病気が理由の母親の欠勤が少なくなります３）。 
 以上の理由より、     様が復職後も母乳育児を継続できるよう、支援していただけ
るようお願いします。 
 
２、具体的な支援方法について  
○具体的な支援方法として以下のような内容が望ましいと言われています４）。 
・ 母乳育児中の母親の支援について企業内で明文化 
・ 多様な復職方法を許可(在宅勤務、パート、産休の延長)  
・ 雇用者への母乳育児についての教育 
・ 託児室の設置、職場近くの保育施設   
・ 授乳や搾乳のための部屋の提供 
・ 高性能の搾乳器の提供   
・ 就労中の搾乳時間の保証  
・ 専門家による母乳育児支援の提供 
 これらのすべてが無理でも,せめて,清潔な搾乳場所の確保をお願いできればありがたいです。 
 
○ 育児介護休業法にのっとった対応について５） 
・ 「3歳までの子を養育する労働者（中略）に関して、（中略）労働者の申し出に基づき所定
労働時間を短縮することにより就業しつつ当該子を養育することを容易にするための措置
を講じなければならない（所定労働時間の短縮措置）。(法第23条、第24条)  
→ 短時間勤務により搾乳時間の確保や子どもと離れる時間の短縮が可能となります。 



・ 「事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、(中略)労働者の職業生活と家庭生活との
両立が図られるようにする ために講ずべきその他の措置の適切かつ有効な実施を図るため
の業務を担当する者を選任するように努めなければならない。」(法第29条) 
→ 職業家庭両立推進者に授乳や搾乳のためのプライバシーの保てる場所の提供を依頼でき
ます。  

 以上、育児介護休業法にのっとり短時間勤務による搾乳時間の確保、搾乳・授乳のための部
屋の確保をお願いいたします。 
 
○ 母乳育児の継続を支援することは企業にとっても以下のメリットがあるといわれています６）。  
・ 子どもの病気が理由で女性が欠勤することが減少するため、勤務の調整等で悩まされるこ
とが少なくなる。  
・ 職場における育児支援は女性の離職率を低下させ新規採用者への研修などに要するコスト
を削減する。  
・ 仕事に対する能率が上昇する。  
・ 雇用者の育児支援をすることは雇用主(事業所)への社会的信頼を向上させる。  
・ 健康上の問題が減るので、医療費をその分減らすことができ、会社の健康保険からの支出
も抑えられる。  
・ 愛社精神やこの雇用主(事業所)の元で働くことを誇りに思う気持ちが育まれる。 
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